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健康福祉部

ページ 担　当　課（室）

1 医療機関・福祉施設等物価高騰対策事業費

文 教 課
生 活 衛 生 課
こども・子育て総合支援室
高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
家 庭 ・ 青 少 年 支 援 課
医 療 課
薬 務 課

2

文 教 課
こども・子育て総合支援室
高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
家 庭 ・ 青 少 年 支 援 課

3 医療機関・福祉施設職員処遇改善等推進事業費

高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
医 療 課
薬 務 課

4
労 働 政 策 室
障 害 者 支 援 課

5 生活困窮者等物価高騰対策緊急生活支援事業費 地 域 福 祉 推 進 課

6 きょうとこどもの城等特別支援事業費 家 庭 ・ 青 少 年 支 援 課

7 保育所等活動継続支援事業費
文 教 課
こども・子育て総合支援室
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社会福祉施設等省エネ推進緊急対策事業費

賃上げ実現緊急支援事業費



文　化　生　活　部
健　康　福　祉　部

趣　　旨

２ 事業内容

（１）光熱費高騰に対する支援

【主な対象施設】

・医療施設等
　病院・有床診療所は１病床当たり30千円、無床診療所は１施設当
たり60千円、助産所、施術所は１施設当たり60千円、歯科技工所は
１施設当たり20千円

・高齢者施設等   ※京都市内を除く
　通所系事業所は定員１人当たり４千円、入所施設は定員１人当た
り12千円、訪問系事業所は１事業所当たり42千円

・障害者施設等　※京都市内を除く
　通所系事業所は定員１人当たり６千円、入所施設は定員１人当た
り12千円、訪問系事業所は１事業所当たり42千円

・保育所等（私立幼稚園含む）
　定員の規模に応じて１施設当たり40千円、120千円、400千円

（２）食材費高騰に対する支援

【対象施設】

・病院、有床診療所
　１病床当たり18千円　

・高齢者施設等　※通所系事業所は京都市内を除く
　通所系事業所は定員１人当たり６千円、入所施設は定員１人当た
り18千円

・障害者施設等　※京都市内を除く
　通所系事業所は定員１人当たり６千円、入所施設は定員１人当た
り18千円

・保育所等
　定員１人当たり1,380円

（次頁に続く）

健康福祉-１-１

予 算 額 4,132,000千円
国　庫 起　債 その他 一般財源

令和７年度１２月補正（追加）予算案主要事項説明

事 業 名 医療機関・福祉施設等物価高騰対策事業費
新規・
継続の別

継続（一部新規）

１

　物価高騰が続く中、利用者への価格転嫁が困難な医療機関や福祉施設
等の負担を軽減するため、各施設に対し支援金を支給

4,005,000 - - 127,000

目 的

対 象

方法等

事業内容



（３）医療材料費、燃料費等の高騰に対する支援

【対象施設】

・医療施設等 ※病院は国から直接支給
　有床診療所は１病床当たり13千円、無床診療所は１施設当たり
170千円、助産所、施術所は１施設当たり170千円、歯科技工所
は１施設あたり85千円

・薬局
　１法人当たりの薬局数に応じて50千円〜85千円

・高齢者施設等（以下の金額を上限に補助）
　訪問・通所系事業所：規模に応じて１事業所当たり200～500千円
　入所系施設：定員１人当たり６千円

・障害者施設等（京都市内を除く）、児童養護施設等、保育所等
　 所有車両１台当たり18千円

・福祉有償運送事業者
　運行１回当たり100円

（前頁から続く）

健康福祉-１-２

文 教 課 幼 稚 園 ・ 専 修 学 校 係

課・担当

電話番号

075-414-4518

障 害 者 支 援 課 福祉サービス・障害児支援係 075-414-4596
家 庭 ・ 青 少 年 支 援 課 家 庭 福 祉 係 075-414-4582
医 療 課 病 院 事 業 ・ 企 画 係 075-414-4975

担 当 課
・

担 当 名

生 活 衛 生 課 生 活 営 業 係 075-414-4761
こども・子育て総合支援室 保 育 ・ 子 育 て 支 援 係 075-414-4591
高 齢 者 支 援 課 事 業 所 ・ 福 祉 サ ー ビ ス 係 075-414-4571

薬 務 課 薬 物 対 策 ・ 企 画 係 075-414-4756

新規



趣　　旨

２ 事業内容

※京都市内を除く

３／４補助率

１

　物価高騰が続く中、今冬と来夏を見据え、厳しい状況にある社会福祉施
設等のコスト削減を図るため、施設の省エネに資する空調・換気設備更新
等の緊急支援を実施

健康福祉－ ２

075-414-4591

075-414-4596
075-414-4582

075-414-4571
保 育 ・ 子 育 て 支 援 係こども・子育て総合支援室

高 齢 者 支 援 課
障 害 者 支 援 課
家 庭 ・ 青 少 年 支 援 課

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

075-414-4518幼 稚 園 ・ 専 修 学 校 係

事業所・福祉サービス係
福祉サービス・障害児支援

係家 庭 福 祉 係

文 教 課

対象施設

900,000 - - -

一般財源

　社会福祉施設等が行う省エネに資する空調・換気設備の更新等にかかる
経費を支援

・高齢者施設（入所・通所）※
・障害者施設（入所・通所）※
・私立保育所、私立認定こども園、私立幼稚園
・児童養護施設 ※　　　等

予 算 額 900,000千円
国　庫 起　債 その他

令和７年度１２月補正（追加）予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 社会福祉施設等省エネ推進緊急対策事業費
新規・
継続の別

新　規

文 化 生 活 部

目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

（単位：千円）

※　病院は国から直接支給

①
②
③
④

令和７年度１２月補正（追加）予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 医療機関・福祉施設職員処遇改善等推進事業費
新規・
継続の別

新　規

予 算 額 5,475,000千円
国　庫 起　債 その他

5,475,000 - - -

一般財源

１

　人材確保、職場定着を図るため、診療所、薬局、介護・障害福祉職員等の処
遇改善及び職場環境の改善等を推進

　診療所、薬局、介護・障害福祉職員等の処遇改善及び職場環境改善等に係
る取組を行う診療所や事業所等に対して支援を実施

対象区分
（丸数字は担当課名

を示す）
支援内容 予算額

有床診療所(③) 72千円／床

414,000
無床診療所(③) 150千円／施設

訪問看護ステー
ション(③)

228千円／施設

保険薬局(④)
法人当たりの薬局数に応じて、
70千円、105千円、145千円／施設

107,000

介護サービス事
業所(①)

3,794,000

障害福祉サービ
ス事業所(②)

1,160,000

担 当 課
・

担 当 名

高 齢 者 支 援 課 事業所・福祉サービス係
課・担当

電話番号

075-414-4574
障 害 者 支 援 課 福祉サービス・障害児支援係

60千円程度／常勤職員
（事業所により異なる。）

健康福祉－ ３

075-414-4596
医 療 課 病 院 事 業 ・ 企 画 係 075-414-4975
薬 務 課 薬 物 対 策 ・ 企 画 係 075-414-4756

目 的

対 象

方法等

事業内容



令和７年度１２月補正（追加）予算案主要事項説明 

健 康 福 祉 部 

商工労働観光部  

事 業 名 賃上げ実現緊急支援事業費 
新規・ 

継続の別 
新 規 

予 算 額 1,000,000千円 

国 庫 起 債 その他 一般財源 

1,000,000 ― ― ― 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

目  的 

対   象 

方 法 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 趣  旨 

持続的な賃上げの実現に取り組む中小企業者等を緊急的に幅広く支援する。 

 

２ 事業内容 

① 中小企業者                     900,000千円 

支援内容 

持続的な賃上げの実現に向けて作成する事業計画に基づく取組

に要する経費 

・高収益ビジネスモデルへの転換や価格転嫁に向けたコンサ 

ルティングに要する経費 

・機器・設備の導入経費 など幅広く支援 

補助要件 

(1) 宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業、卸

売業・小売業、サービス業(他に分類されないもの)※ 

事業場内最低賃金について京都府最低賃金の直近５年間の

年平均成長率以上引き上げること 

(2)その他の業種※ 

給与支給総額について京都市消費者物価指数の令和７年平

均の前年比上昇率を上回る引き上げを行うこと 
 
※日本標準産業分類に準拠 

補 助 率 
(1)中小企業者：２／３、小規模企業者：３／４ 

(2)中小企業者：１／２、小規模企業者：２／３ 

上 限 ５００万円 

② 障害福祉サービス事業所               100,000千円 

支援内容 
就労継続支援事業所等が利用者の賃金、工賃の向上に必要な機

器の導入等に要する経費 

補助要件 
持続的な賃金、工賃の引き上げの実現に向けた事業計画を作成

し、障害者の賃金、工賃の向上に向けた取組を行うこと 

補 助 率 ３／４ 

上 限 １００万円 

※京都市内を除く 

担当課 

担当名 

①労 働 政策 室 人 材 確 保 推 進 係 

②障害者支援課 福祉サービス・障害児支援係 
課･担当電話番号 

075-682-8925 

075-414-4596 

健康福祉－４ 

 



趣　　旨

２ 事業内容

令和７年度１２月補正（追加）予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 生活困窮者等物価高騰対策緊急生活支援事業費
新規・
継続の別

継　続

予 算 額 20,000千円
国　庫 起　債 その他

20,000 - - -

一般財源

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
地 域 福 祉 推 進 課

健康福祉－ ５

１

　物価高騰等の影響により、年末年始の生活不安を抱える方々の状況を把
握するとともに、生活に必要な支援物資等を提供

　困窮者支援を実施している地域団体等を通じて、生活困窮世帯等に食料
品や生活必需品、学用品等の提供を実施

生活困窮・自殺対策推進係 075-414-4621

目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

食材費の高騰により厳しい運営が続く子ども食堂や児童養護施設等に対し、

継続して子どもたちを支援できるように緊急的に支援を強化

事業内容

子ども食堂やこどもの居場所、児童養護施設等（京都市内を除く）を対象

に、育ち盛りの子どもたちが適切な食事をとれるよう食材費高騰分を支援

子ども食堂等

児童養護施設等

2,000円/日

18,000円/人

1,000円/日

16,000円/人

健康福祉－ ６

担 当
課
・ 〃 ひとり親・ヤングケアラー支援係

家庭・青少年支援課 家　 　庭　 　福　 　祉　 　係 課・担当

電話番号

075-414-4582

075-414-4584

11,000 - - -

一般財源起　債 その他

 １

 ２

対象区分 今回 従来

予 算 額 11,000千円
国　庫

令和７年度１２月補正（追加）予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

事 業 名 きょうとこどもの城等特別支援事業費
新規・
継続の別

継　続

目 的

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

健康福祉－

新規・
継続の別

保育所等活動継続支援事業費

80,000

国　庫 起　債

-

その他

-

７

１

課・担当

電話番号

対 象 経 費

対 象

80,000千円

保 育 ・ 子 育 て 支 援 係

　物価高騰下においても、子どもの成長に必要な様々な体験機会を継続し
て確保するため、保育施設等が行う行事や発表会に要する費用等を支援

075-414-4591

075-414-4518

補 助 方 法

行事、発表会や保育材料等に要する経費

私立幼稚園、私立保育施設

児童定員１人当たり1.1千円を交付

令和７年度１２月補正（追加）予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

新　規

幼 稚 園 ・ 専 修 学 校 係担 当 課
・

担 当 名

事 業 名

予 算 額

文 教 課

一般財源

-

こども・子育て総合支援室

文 化 生 活 部

目 的

対 象

方法等

事業内容


